
緊急経済・雇用対策関連予算案の概要 
－迅速・的確な経済・雇用対策の実施－ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

１ 緊急経済・雇用対策の基本方針 
  自動車及び半導体産業等の急速な減産が素材産業へ波及することが懸念される中、企業の

業績予想も全分野で厳しい見方が強まっています。 

このような経済状況の下、本市では地域の産業経済及び雇用を支えるため、中小企業から

要望が強い融資制度の拡充や公共事業の前倒しによる実需創出、市民生活安定のための新た

な雇用の創出などを行い、国の対策による財源や事業も積極的に活用しながら、地域の実情

に応じた経済・雇用対策に迅速かつ的確に取り組んでいきます。 

 

２ 対策の柱 
  緊急経済・雇用対策を講ずるにあたり、以下のとおり対策の柱を立てました。 

区 分 対 策 の 柱 

経済対策 
中小企業への支援、公共事業等の実施、消費拡大・にぎわいの創出、

民間投資の推進 

雇用対策 雇用創出、就業支援、人材育成 

重点施策の前倒し実施 環境モデル都市、中心市街地活性化 

 

３ 平成２１年度 緊急経済･雇用対策関連予算案 
 

～ 総額 １，６５２億円の 15 ヶ月予算 ～ 

  「経済対策」、「雇用対策」及び「重点施策の前倒し実施」 
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経済・雇用情勢が厳しさを増す中、市内経済の安定と市民生活を守るため、積極的な緊

急経済・雇用対策を講じることが求められています。 

本市では、昨年 10 月に対策本部をいち早く設置し、公共工事の前倒し発注や中小企業

の資金繰り支援を柱とした平成 20 年度 12 月補正予算を編成するなど、必要な対策を迅

速に実施してきました。 

今後も、地域経済対策としての即効性や波及効果がある事業に加え、将来的に必要な施

策を切れ目なく実施するため、平成２０年度２月補正予算を編成し、12 月補正予算から

平成２１年度当初予算まで連続する、いわゆる１５ヶ月予算として、以下の方針に基づい

た本格的な緊急経済・雇用対策関連予算案を編成しました。 
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